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○議長 辻󠄀本 一夫君 

次に７番、本田議員の一般質問を許します。本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

皆様おはようございます。７番本田です。 

一般質問通告書に沿って質問させていただきます。 

件名１、自治区加入率の低下と地域コミュニティについて。昨今の自治区加入率は、芦屋町に

限らず、全体的にも全国的に低下の方向で進行しております。最も身近な地域とのつながりがあ

る自治区との縁がつながっていないことは、地域コミュニティの今後が危惧される状況となって

いるかと思います。 

将来に向けて、芦屋町に住んでよかったと思えるまちづくりの基本となる自治区の現状と今後

についてお尋ねをいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

執行部の答弁を求めます。環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

１０年前の平成２７年度は、全世帯数６，１２４世帯に対し加入世帯数は７，０００、すいませ

ん、失礼しました３，７０４世帯、自治区加入率は６０．５％でした。そして令和７年１１月現在

の数字ですが、全世帯数６，０７３世帯に対し、加入世帯数は２，９３８世帯、自治区加入率は４

８．３％です。この１０年間で、自治区加入率は１２．２ポイント低下しております。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

今お聞きしました自治区加入率は４８．３％であり、世帯数で表しますと全世帯数６，０７３

世帯に対し、加入世帯数は２，９３８となっていますとのことであります。端的に言い換えれば、

すでに町内の過半数を超える世帯が自治区に加入をしていない現状であります。 

芦屋町役場で昨年開催をされました、第４回第６次芦屋町総合振興計画後期基本計画審議会の

議事概要録を見せていただきました。その会議が開催された際には、加入率の最新版である令和

６年度の芦屋町自治区加入率が５１．１％と記載をされています。この審議会開催後の最新の加

入率の数字は、前々年度と前年の比較で２．８％の加入率の低下が進行しております。 

さらには、この議事録の中で５１．１％の水準が確保できれば妥当ではないかとの見解が示さ

れておられますが、既にこの数字を確保することは、令和６年度と令和７年度のこの短期間のう

ちに困難な状態となっています。この数字は単なる統計ではなく、将来の防災、防犯、見守り、地
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域の支え合い体制そのものに直結する極めて重大な問題であると考えております。 

このまま何の手も打たなければ、地域コミュニティの機能低下、ひいては崩壊につながりかね

ない、この加入率の現状、また過去からの推移について町としてはどのように認識、評価してい

るのかを伺います。 

さらにこの状況に対して、町としてどの程度の危機感を持っておられるのかについて、お尋ね

をいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

まず、この加入率の現状と過去からの推移についてですが、残念ながら加入率低下に歯止めが

かからない、ゆゆしき状況が１０年以上続いているものと認識しております。 

そして、加入率が５０％を割った現状は、議員が御指摘されるように、地域の支え合い体制な

ど、将来の共助体制に大きな支障が生じる可能性があると危惧しております。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

地域の支え合い体制の将来に、大きな支障が生じる可能性があると危惧をされているというこ

とですが、この自治区の加入にはどのような効果や影響があるのかを考えてみました。 

自治区は、これまで災害時の共助、高齢者や要支援者の見守り、防犯、防災活動、環境美化や地

域行事、行政情報の伝達など、行政を下支えする重要な役割を担ってきました。現在町は、自治

区をどのような存在、役割として位置づけておられるのかについてお尋ねをします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

芦屋町では、芦屋町住民参画まちづくり条例の制定や、住民参画推進会議の設置により、協働

のまちづくりを推進するための、基本的なルールと仕組みを整え、取組を進めてきました。 

今後も、住民との協働や、地域コミュニティを推進していく中で、自治区は地域コミュニティ

の核となる存在として捉えております。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 
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○議員 ７番 本田  浩君 

それでは要旨の２に移ります。 

次に、地域コミュニティの核となる、加入率低下がもたらす行政リスクについてお尋ねをしま

す。 

このまま自粛加入率がさらに低下をした場合、災害時における安否確認や初動対応、高齢者や

独居世帯の孤立防止、防犯活動の継続、地域行事や地域文化の継承、そういった様々な面でどの

ような影響や課題が生じると、町は想定をしておられるのかお尋ねをいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

このまま、自治区加入率がさらに低下した場合に、町が想定している影響や課題についてお答

えします。 

まず、災害時における安否確認や初動対応についてですが、災害対応は、自助、共助、公助の連

携が基本であり、災害発生直後の安否確認や避難支援においては、地域の共助が重要であると認

識しております。また、平常時の見守りや声かけも、災害時の円滑な初動対応につながる基盤で

あると考えております。 

しかしながら、自治区加入率がさらに低下した場合、顔の見える関係性が希薄化し、安否確認

の迅速性や、確実性の低下が懸念されます。加えて、避難行動要支援者への支援体制の実効性の

確保や、災害情報の伝達、避難所運営初動における地域の取りまとめ機能の弱体化により、公助

の負担が増大する可能性もございます。 

次に、高齢者や独居世帯の孤立防止についてですが、高齢者の独居世帯では、1日中会話する相

手がいない場合が多く、その結果として、精神的な健康が損なわれるリスクが高まります。会話

の機会が増加することで、脳の活性化が促進され、認知症予防にもつながると言われていますが、

認知症予防の観点からも影響があります。ただ、自治区に加入して、活動に参加していれば、地

域の中で自らの存在を示すことができ、仲間の目からも健康状態を把握してもらうことができま

す。一方、自治区に加入していない場合は、安否確認もままならず、最悪のケースですが、孤独死

した場合でも、早期発見されない可能性まであります。このように、自治区の加入率がさらに低

下した場合、高齢者の活動の場が減少し、結果として孤独感の深化や、健康問題の悪化を招く恐

れがあります。 

続いて、防犯活動の継続についてですが、ふだんの近所付き合いである挨拶や声かけなどの近

所の目、この近所の目がある地域づくりが大切だと考えます。もし、自治区の加入率がさらに低

下した場合、この近所の目が行き届かなくなり、地域の犯罪件数が増加する恐れがあります。 
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最後に、地域行事や地域文化の継承についてですが、地域の行事や文化は、地域住民のシビッ

クプライドを醸成し、地域コミュニティの活性化に寄与しているものと考えます。しかし、自治

区に加入する住民の割合がさらに低下した場合、まず、地域の行事や文化の担い手の減少が考え

られます。過疎化や、少子高齢化が進む中で、若い世代が減少し、地域行事に参加する人々も少

なくなります。例えば、地域の祭りや伝統行事は、多くのボランティアや参加者によって成り立

っていますが、参加者が減ることにより、行事の縮小や廃絶にもつながります。これにより、住

民が地域に愛着を持つ機会が減少し、地域文化伝承の機会が失われることになります。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

なかなかですね、この要素が原因だと決めつけることが困難なことは理解ができます。ただ、

このままにしておけない、できないっていうことも十分御理解できるかと思います。 

そこで要旨の３に移ります。 

自治区加入率低下の原因と把握についてをお聞きしてまいります。 

まずは自治区に加入しない、あるいは退会する理由の把握について。現在約３，０００世帯が

自治区に加入していない状況となっております。自治区に加入しない、または退会の理由につい

て、町はどのような要因を把握、分析しているのか伺いたいと思います。特に会費負担への不安、

役員のなり手不足、行事や活動への負担感、人間関係への不安、共働き世帯・子育て世代の時間

的な制約、転入者・移住者との意識の違いなど、様々な要因があることは考えられますが、この

ことについて町の認識をお尋ねいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

この答弁は、未加入世帯に対して正式なアンケート調査を実施していないため、一部の未加入

世帯から伺った理由であることと、推察による要因分析であることを最初に申し上げておきます。 

まず、既に長い間、自治区に加入していない世帯につきましては、自治区に加入する必要性を

感じていない、不便を感じていないことが主な要因の１つであると捉えています。また、退会さ

れた世帯につきましては、区費の支払いが負担になっている、多忙や高齢などの理由により、役

員や組長などを務めることができないにもかかわらず、輪番で断れなかった、回ってきた、など

が主な要因であると捉えています。 

以上です。 
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○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

今、お答えいただきましたように、正式なアンケート調査を実施されていないため、一部の未

加入世帯から伺った理由からの推察による要因分析ということではありますが、別の観点から、

若年層、子育て世代、単身世帯、移住者などで、加入率や意識の違いを把握されておられるのか、

また、世代別、属性別に加入率や意識の違いを把握されているのでしょうか。 

また、その分析結果を施策に反映できているのかについてお尋ねをいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

世代や世帯員数、転入者ごとの加入率や、意識の違いは把握しておりません。このため、分析結

果がなく、政策に反映しておりません。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

なかなか、調査アンケート等の未実施の項目について２つの質問して御回答いただくのは難し

かったかと思うんですが、次に要旨４、自治区運営モデルそのものの把握についてお尋ねをしま

す。 

現在は、自治区の運営についても様々な形が存在しているようです。その中から、フルコミッ

ト前提の運営構造についてお尋ねをします。 

現在の自治区運営は、加入する以上、役員や行事、活動に全面的継続的に関わることを前提と

した、言わばフルコミット前提の構造になっているのではないかということです。ここでフルコ

ミット前提とは一言で言うと、自治区に入る以上、役員・行事・作業などに全面的、継続的に関わ

ることを暗黙の前提としている運営モデルであります。このような前提を感じている住民も少な

くないのではないかと思っているところであります。 

この運営構造自体が、加入をためらう大きな要因になっているのではないかと考えております

が、町の認識をお尋ねいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 
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現在、芦屋町では、定住促進奨励金、新婚世帯民間賃貸住宅家賃補助金、子育て世帯民間賃貸住

宅家賃補助金、移住支援事業補助金などの制度があり、いずれも自治区に加入し、毎年区長から

証明をもらうことが、補助金申請の条件となっております。このため、新婚・子育て世帯や転入

者につきましては、かなり高い比率で自治区に加入しているものと考えられます。 

このため、自治区加入率の低下傾向の理由としては、フルコミット前提の自治区運営構造のた

めに、新規加入者が少ないのではなく、退会者が多いことが原因ではないかととらえています。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

この３月の時期は、各種団体等の役員交代が発生する時期となります。その中でも、各自治区

の区長の後任を見つけることに大変御苦労されているお話をお聞きしております。 

そのようなことから、役員負担と、持続可能性についてお尋ねをします。 

役員のなり手不足や、特定の人に負担が集中している現状について、町として課題の認識はあ

るのでしょうか。 

また将来的に、自治区運営が立ち行かなくなる懸念についてどのように考えておられるのか、

お尋ねをいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

多くの自治区において、区長をはじめとする役員のなり手不足が生じている現状は把握してお

ります。また、なり手不足のため、区長や役員たちが長い間留任しており、議員御指摘のように、

特定の人たちに負担が集中していることも承知しております。 

このため、将来的に自治区運営が不可能となり、解散する自治区が出てくる可能性も危惧して

おります。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

次に、要旨の５に移ります。 

全国事例との比較についてお尋ねをしてまいります。 

他自治体の取組調査について調べてみますと、全国的には自治区加入率が高い自治体や、加入
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率低下に歯止めをかけた自治体の事例もありました。町として、そうした自治体の取組を調査・

研究されているのかについてお尋ねをいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

先進自治体の取組につきましては、芦屋町区長会において調査・研究しているものと、認識し

ております。また、それぞれの自治体・自治区において、状況が異なるため、調査研究はされてい

るものの、どのようにして芦屋町に先進的取組を取り入れていくか検討されているものと認識し

ております。 

町、行政の役割は、必要な情報提供したり、求められた支援に協力をしたりすることだと考え

ております。加えて、芦屋町では、自治区活性化補助金として、毎年７００万円を区長会へ直接

補助することにより、区長会の自治権、裁量を尊重しています。また、この補助金を活用して、区

長会では先進地視察研修なども実施しております。もちろん、担当職員も同行し、一緒に研修し

ております。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

芦屋町への応用可能性についてお尋ねをします。 

他自治体で行われている会費や役割の見直し、役員負担の軽減、デジタル回覧版の導入、行政

サービスとの連動などについて、芦屋町に応用できると考えるものはあるのかについて、町の見

解をお尋ねいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

先ほどの答弁の繰り返しになりますが、先進自治体の取組につきましては、芦屋町区長会にお

いて調査・研究しております。自治会費の見直しや、役員負担の軽減などにつきましても、区長

会や、各自治区でそれぞれ考え、判断すべきことと思われます。ここで、個別の取組の中に、芦屋

町で応用できるか、町の見解を示すことは、区長会軽視に当たると考えますので、答弁は差し控

えさせていただきます。御了承ください。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 
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本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

次に、要旨の６に移ります。 

改善策、メリット負担軽減についてお尋ねをしてまいります。 

加入のメリットが、なかなか分かりづらいところがあるかと思います。そのような中で、メリ

ットの見える化について、町として自治区加入のメリットを、どのように町民に伝えているのか、

また特に転入者に対しては、加入案内や説明は十分に行われているのかについてお尋ねをしてま

す。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

現在、環境住宅課地域振興・交通係の窓口において、転入者に対して自治区加入案内を行って

おります。先ほどの答弁と重複するかもしれませんが、芦屋町には、定住促進奨励金、新婚世帯

民間賃貸住宅家賃補助金、子育て世帯民間賃貸住宅家賃補助金、移住支援事業補助金などの制度

があり、いずれも自治区に加入し、毎年区長から証明をもらうことが、補助金申請の条件となっ

ていることを、窓口で口頭説明するだけでなく、補助金制度案内チラシもお渡ししております。 

なお、転入者は複数の窓口で説明を受けるため、１か所の窓口で受ける説明が短時間で済むよ

う、簡潔な説明を心がけております。このため、自治区加入制の、失礼しました、このため、自治

区加入の必要性を伝える際、わかりやすい例として、ごみ収集場所の清掃当番を説明しますが、

災害時の共助や防犯見守り活動までは、窓口では言及しておりません。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

加入するメリットとして、行政施策との連動として、防災、見守り、子育て支援などの各種行政

施策と、自治区加入との行政施策を連動させて加入する意義をより明確に示されるお考えはない

のかについてお尋ねをします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

行政施策と自治区加入を連動させる例として、分かりやすいのは、先ほどから説明しているよ

うな、自治区に加入することが、補助金をもらえる要件の一つとすることが考えられます。 



令和 8 年第 1 回定例会（本田浩議員一般質問） 

- 9 - 

ただ、法定の制度や、既存の町独自の制度などに対して、新たに自治区加入要件を追加するこ

とは難しいと考えます。そして、自治区に加入する意義を明確に示すためには、例えば、広報あ

しや令和７年６月号に、災害に備えて地域でつながりをつくろうという記事がありましたが、避

難行動要支援者名簿の作成・活用のため、自治区への加入を推奨する一文を挿入しております。 

このように、広報掲載記事の内容に連動して、自治区に加入する意義を繰り返しお伝えしてい

きたいと考えております。 

このように、さらなる行政施策との連動ではなく、自治区加入意義を繰り返し周知していき、

御理解をいただくことが大切であると考えます。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

では次に、負担の軽減として、多様な関わり方を認める仕組みについて、従来のような全員同

じ関わり方ではなくて、できる人ができるときに、行事や役割ごとの参加、短期間限定的な関与、

イベント単位、役割限定での参加、そういったような、柔軟な参加形態を認める仕組みづくりに

ついて町のお考えをお尋ねいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

本田議員御指摘のように、多様な関わり方を認める仕組みは、とても大切な仕組みと考えます。

ただ、多くの区では、区民それぞれの事情を尊重し、柔軟な参加形態を認めていると捉えており

ます。 

私自身、自治区役員を務めていた際、家庭の都合などもあり、参加可能な範囲で関与していた

と記憶しています。もし、さらに踏み込んだ、柔軟な参加形態を認める仕組みづくりについてお

尋ねしているのであれば、それは各自治区でそれぞれ考え、判断すべきことと考えます。 

そして、各自治区で検討した結果、新しい仕組みで自治区を運営することに対し、町として異

議を唱えることはありません。むしろそこまで、検討・工夫された自治体に対して敬意を表しま

す。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 
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町としての支援体制として、自治区の事務軽減負担や相談体制の整備など、町が今一歩踏み込

んで自治区を支援するお考えはないのかについてお尋ねをします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

まず、自治区の事務負担軽減についてですが、これは、区長会役員会や区長会、自治区活性化促

進会議で協議検討しているものと捉えています。そして、事務負担軽減策で、町が協力、関与で

きるものであれば、前向きに検討したいと考えております。また、区長会役員会及び区長会の事

務は、地域振興・交通係の職員たちでサポートしております。その関係性もあるため、常日頃よ

り、区長さんたちから忌憚のない、率直な御意見や御要望、御相談をお伺いしていると認識して

おります。 

加えて、自治区担当職員制度により、盆踊りの会場設営や餅つき大会など、人手が必要なイベ

ントも支援している認識を持っております。限られた町の職員体制の中、現段階では、自治区に

対してさらなる支援をする考えはございません。自治区は、名前の通り、住民が自ら治める区で

すので、行政の関与は必要最低限であるべきと考えております。 

ただし、自治区や区長会から、具体的なさらなる支援策の要望があった場合は、前向きに検討

していきたいと考えております。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

それでは要旨の７に移ります。 

今まで、経過や課題をお聞きしましたが、このことから、想像できる将来像についてお尋ねを

してまいります。 

芦屋町ならではの地域特性を活用した地域ネットワーク構築として、芦屋町はコンパクトな町

域、自然や海、顔の見える距離感といった特性を持っているかと思います。こうした特性を生か

し従来の自治区の枠にとらわれない、新しい地域住民ネットワークを構築する考えはないのかに

ついてお尋ねをいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

芦屋町には、自治区の枠にとらわれない、様々な地域住民ネットワークが既に多数存在してい
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ると認識しています。 

例えば、芦屋町文化協会に加入している多数の文化サークル、同様に、芦屋町体育協会に加入

している多数のスポーツ団体、ほかにも、芦屋町郷土史研究会や、芦屋町砂像連盟、芦屋町国際

交流協会など、町の特性を生かした地域住民ネットワークが多数あります。 

このため、現段階では、行政主導で新しい地域住民ネットワークを構築する考えはございませ

ん。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

様々なことをお聞きしましたが、自治区加入率は過去１０年間で１２．２ポイント低下してい

ると、冒頭でお答えいただきました。 

現在、加入率が５０％を切っている現状から、まず、回覧版での情報周知について、地域の情報

がたくさん満載された回覧版は、自治区加入者には回覧されているかと思いますが、既に半数以

上の世帯が町の紙媒体の情報を目にしていない現状があるかと思います。代替としては町のホー

ムページを初めとして、新たな情報ツールがあります。フェイスブックやＬＩＮＥ、インスタグ

ラムなど、情報は交通整理をするほど溢れかえっている現状ではありますが、毎月の回覧版には、

簡潔に、必要にして十分な地域のあらゆる情報が記載されております。そのことは、芦屋町に住

んでいる情報として必要なものと思っています。 

今後１０年間で同等の加入率の低下が起こった場合は、加入率が３６．１％まで下がることに

なります。このような事態となれば、防災、防犯機能の弱体化となり、災害時の安否確認や避難

誘導が機能しなくなること、高齢者や単身世帯の把握が困難になり、防犯パトロールや見守り活

動の担い手不足が進み、特に災害関係においては、実施防犯組織の低下は初動対応力の低下に直

結することとなります。 

また地域のつながりが希薄化により、顔見知りが減り、孤立世帯が増え、こどもを地域で見守

る力の低下につながってまいります。今でも、自治組織は町と住民をつなぐ中間組織として、行

政情報の伝達、住民要望の集約などを実施しております。 

この自治会の組織が衰退した場合には、どのような代替組織があるのかなとも考えております。

併せて、後世に伝えていく地域行事、伝統文化の継承の衰退は避けることができません。行事の

縮小や廃止は容易に想像ができるところであります。地域行事は単なるイベントではなく、地域

の縁をつないでいる長期的なコミュニティ機能の分断を招くこととなります。 

また、結果として、役員1人当たりの負担がさらに増加をして、同じ人が毎年同じ役を担って、
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自治会組織を経営する悪循環となってまいります。その結果、複合的な問題が連鎖的に発生し始

めて、地域課題が放置されることも考えられます。 

このようなことから、今までの延長線上の施策とは異なり、少し視点を変えた新たな施策が必

要な時期にきているのではないかと思っております。特に役員の引き受けをしていただける方が

見つからないといったお声をお聞きする場面が、増えてきたことを実感している現状から、自治

会の加入率の低下を食い止め、最低でも現状維持、希望としては加入率の向上を図る上で、起爆

剤となる施策も必要ではないかと考えております。 

前置きが大変長くなりましたが、３０自治区の中から、自治会の加入促進のモデルとなるよう

なモデルケースの新たな支援・施策をされるのはいかがかなというふうに考えておりますが、こ

の支援策について町はどう考えられるのか、お尋ねをいたします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

環境住宅課長。 

○環境住宅課長 新開 晴浩君 

先ほどの答弁の繰り返しと補足になりますが、現段階では、自治区に対してさらなる支援をす

る考えはございません。ただし、区長会から、具体的なさらなる支援策の要望があった場合は、

前向きに検討していきたいと考えております。 

ただいま、本田議員が提案されたような、加入率向上のための起爆剤として、自治区加入促進

モデルケースとなる自治区が選出され、社会実験のために、期間限定で新たな支援を試みること

はあり得ると考えます。 

いずれにしても、区長会からの要望が出て、その支援内容について協議検討してからの判断に

はなると思われます。 

以上です。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

自治区加入率の維持、向上を含め、町として人と人がつながる芦屋町を将来どのように描いて

おられるのか、貝掛町長の考えをお聞きしたいと思います。 

よろしくお願いします。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

町長。 

○町長 貝掛 俊之君 

回答がですね、お答えがですね、望んでいる回答になるかわかりませんけどもですね、答弁さ
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せていただきます。 

まず、本田議員におかれましては、芦屋町最大の区である花美坂区で区長や副区長を長年務め

られ、また、山鹿小学校、芦屋中学校において、ＰＴＡ会長などの役員を務めるなど、地域コミュ

ニティにおいて長年キーパーソンを務められてきたことに敬意を表します。このため、一般質問

におきましても芦屋町の地域コミュニティが希薄化していることに対し、強い懸念を抱いている

ことがひしひしと伝わってまいりました。 

手前みそでありますけども、私もですね、地元高浜１６組、これ１８年、１９年前ですけども、

もう随分と前に解散されてなかったわけですね。それを、高浜区長とともにですね、何とか自治

区を活性化しよう、コミュニティを作っていこうということで、また再び１６組を立ち上げた、

立ち上げてまいりました。そしてまた、高浜にはその頃またこども会もなかったわけですね。そ

してやっぱり何とか、こどもたち、そして大人たちの絆を深めていこう、区を活性化していこう

という思いでですね、こども会を立ち上げたところであります。そして、その時に一緒に汗を流

したのが今、ここにいる田中議員でございます。 

そういった意味でですね、今、そういった活動した上で今、高浜のこども会、５代目か６代目で

すかね会長、３０人弱のですね、こどもたちを引っ張って立派なリーダーに育っております。こ

れ、高浜の自慢じゃないんですけどもね、私がね、つまる、言いたいところはですね、やはりリー

ダーを、地域のリーダーをですね、地域が育てていかなくてはならないのではないか、私もです

ね、高浜区長さんからいろんな御指導を仰ぎながら、こども会を引っ張ってまいりましたし、こ

ども会の後輩の皆さんにおきましては、いろんな助言アドバイス、応援とかをしてまいりました。

やはり、老人会の方もそうです。いろんな方からですね、応援を受けながら、リーダーを育てて、

育っていったといいますかですね、地域全体がやはり、担うリーダーを育てていくことが必要で

はないかと考えるわけでございまして、芦屋町のマスタープランのキャッチフレーズに、人を育

み未来につなぐあしやまち、ということでありますけども、まさに、こういうことが、地域の活

性化につながっていくのではないかと考えられます。 

ちょっと答えになったかわかりませんけども、つまるところ、人を育てていくことが、地域を

担う人材を育てていくことがですね、今後、自治区の活性化につながっていくのではないかと認

識しているところでございます。 

以上でございます。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

本田議員。 

○議員 ７番 本田  浩君 

今、貝掛町長のですね、地域に対する熱い思いを聞いて、大変力強く、心強く感じているところ
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であります。 

未加入世帯が自治区への加入をしない、または脱会する理由は様々ある中でも、大きく２点に

理由が絞れるかなと思っております。自治会費の問題と、役員が回ってくること、この２点かと

思っております。 

関係諸団体と十分協議の上、現状を抱える課題解決に結びつくことを大きく期待いたしており

ます。自治区加入率の低下は単なる組織の問題ではなく、将来の問題でもありません。自治区加

入率４８．３％という現実は、今、対応すべき課題であります。 

一例として、お隣の北九州市の自治会加入促進脱会防止活動事例集の最新版として、令和４年

１０月発行分を見ることができました。その中には、高齢化率５３％で自治区加入率が９１％の

地区の紹介をはじめ、様々な自治区の抱える課題解決に向かうヒントが掲載されております。 

繰り返しの内容となりますが、芦屋町の将来の安全、安心、活力に直結する課題であります。持

続可能な地域コミュニティの再構築に向け、行政と住民がと共に支え合う仕組みを早急に構築す

べきだと思っております。 

このことを強く求めて私の一般質問を終わります。 

○議長 辻󠄀本 一夫君 

以上で、本田議員の一般質問は終わりました。 


